
　安倍晋三を首班とする第２次安倍内閣が２０１２年１２
月２６日に発足した。厚生労働相に田村憲久氏、社会
保障・税一体改革担当相は甘利明氏が経済再生・経
済財政担当相と兼務する。
　自公で連立政権を形成するにあたっての政策合意
文書で、社会保障制度改革国民会議で社会保障分野
の議論促進を明記。同会議及び３党実務者協議で社

会保障・税一体改革議論を継続する。
　一方で前政権の国家戦略会議と行政刷新会議を廃
止し、経済財政諮問会議を復活させるとともに全て
の閣僚で組織する「日本経済再生本部」を設置。同
本部の下に「産業競争力会議」を設置した。また、
新たな規制改革会議も設置。本格的な構造改革路線
の体制づくりを進める。
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今月の主な動き

※太字は一般参加の行事、詳細は後掲２６～２８ページ
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※「ルームＡ、Ｂ、Ｃ」、「応接室」及び「アミス」は京都府保険医協会事務所内の会議室の名称です。
※法律相談室は必要な時に随時開催いたします。お申込は協会・総務部会まで。

場　　所開始時間行　　　事
福知山市民中央保健福祉センター午後４時綾部・福知山医師会との懇談会

２日土
ルームＡ午後２時療法士会との懇談会

午後２時各部会５日火
下京西部医師会事務所午後２時３０分下京西部医師会との懇談会７日木
ルームＡ午後２時保険審査通信検討委員会８日金
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時内部被ばくの専門家と当事者とともに考える「被ばくを知る」９日土
ルームＡ午後２時定例理事会１２日火
ルームＢ午後２時建築士との無料相談日１３日水
ルームＢ・Ｃ午後２時白色確定申告書作成会

１５日金
ホテル京都エミナース午後２時西京医師会との懇談会
新田辺駅前ＣＩＫビル午後２時３０分綴喜医師会との懇談会１６日土
ウィングス京都・音楽室午後３時サロンコンサート

１７日日
ホテルモントレ京都午後５時３０分第２回ワイン講座
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時白色確定申告説明会１９日火
ルームＡ午後２時金融共済委員会２０日水
ルームＣ午後１時ファイナンシャルプランナーとの無料相談日

２１日木
ルームＡ午後２時保険講習会Ａ
山科医師会診療センター午後２時山科医師会との懇談会
ルームＢ午後２時雇用管理無料相談日
ホテルフジタ奈良午後４時相楽医師会との懇談会２３日土
ルームＡ午後２時定例理事会２６日火
ルームＢ午後２時税理士との無料相談日２７日水
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時有床診療所懇談会２８日木

2
月
の
保
険
医
協
会
の
行
事
予
定

場　　所開始時間行　　　事
円山野外音楽堂午後１時～バイバイ原発３・９きょうと

３月９日土
新・都ホテル午後４時～医療安全シンポジウム

今
後
の
予
定



新政新政権権
安倍首相「一体改革を継続」／第２次安倍内
閣が発足
　自民党の安倍晋三総裁は１２月２６日、衆参両院の本
会議で首相に指名された。体調不良を理由に２００７年
に就任１年で首相を辞任してからの再登板になる。
夜に開いた首相就任の記者会見では「持続可能な社
会保障制度の確立も喫緊の課題」と指摘。「３党合意
に基づき、社会保障・税一体改革を継続する」と表
明した。新首相の公式表明によって今後の社会保障
制度改革は、３党合意枠内の「３党実務者協議」と「社
会保障制度改革国民会議」の議論に委ねられること
になりそうだ。
●甘利氏、一体改革と経済再生を兼務
　第２次安倍内閣が１２月２６日に発足した。麻生太郎
元首相が副総理・財務・金融大臣を兼務し、厚生労
働大臣は初入閣となる田村憲久氏が務める。社会保
障・税一体改革担当相は甘利明元経済産業相で、経
済再生・経済財政担当相も兼務する。文部科学大臣
には下村博文元官房副長官、経済産業大臣には茂木
敏充元金融担当相を充てた。
　安倍首相は新内閣の布陣について「危機突破内閣
を組織した。総裁や代表経験者、次世代を担うリー
ダー候補が入閣した。人物重視、実力重視の人事だ」
と記者会見で自賛した。（１２/２８MEDIFAXより）

厚生労働相に田村氏、０１年以降で最年少／厚
労分野の政策通
　第２次安倍内閣の厚生労働相に選ばれた田村憲久
氏は４８歳で、少子化担当相に就任した森雅子氏とと
もに閣僚最年少。２００１年の厚生労働省発足後、最も
若い大臣となった。
　田村氏は三重県出身で、衆院当選６回。千葉大法
経学部卒。伯父で労相、運輸相、通産相、衆院議長

を歴任した田村元・元衆院議員の秘書などを経て、
１９９６年の衆院選で初当選した。これまで厚労大臣政
務官、文部科学大臣政務官、総務副大臣を務めた。
衆院厚労委員会で委員長や理事、野党筆頭理事を務
めたほか、党シャドウ・キャビネット（影の内閣）
厚労相の経歴もある。党内で鴨下一郎氏、加藤勝信
氏らとともに厚労分野の政策通として知られ、野党
時代は委員会質問で関係閣僚を舌鋒鋭く追及する場
面もあった。安倍氏の“国会答弁能力重視”の方針
に沿う点も自身の入閣を後押ししたとみられる。
●診療報酬改定「財政との兼ね合い、適切に判断」
　初閣議後の記者会見では「厚労行政は国民の生活
に密着に関わっている。その責任に身の引き締まる
思い。社会保障分野の持続可能性で安心いただける
ように頑張りたい」と抱負を述べた。社会保障と税
の一体改革に関して医療と介護の分野で課題が残っ
ているとし「社会保障制度改革国民会議で議論して
もらうことを前提に、３党協議も踏まえて着実に対
応していきたい」と述べた。
　今後の診療報酬改定と、７０－７４歳の医療費窓口負
担を１割に据え置いている特例への姿勢を問われ、
「診療報酬改定は基本的に財政との兼ね合いの問題
なので、そこも含め、医療の現状を踏まえて適切に
判断したい。１割負担は与党と議論して適正に判断
したい」と述べるにとどめた。
●医療・介護担当は秋葉副大臣
　厚生労働副大臣には秋葉賢也衆院議員（自民）と
桝屋敬悟衆院議員（公明）が就任。厚労行政での担
当分野は秋葉氏が医療・介護・子育て支援の各分野
を担当し、桝屋氏が労働・福祉・年金を担当する。
●医療・介護は渡嘉敷政務官
　厚生労働大臣政務官には渡嘉敷奈緒美衆院議員
（自民）と丸川珠代参院議員（同）が就任。担当政策
分野は、薬剤師でもある渡嘉敷氏が医療・介護・子
育て支援、丸川氏は労働・福祉・年金となる。
●衆院厚労委員長に松本氏／国会
　衆院は１２月２７日の本会議で常任委員長の人事を決
定し、厚生労働委員長に松本純氏（自民）を選んだ。
（１２/２７・２８MEDIFAXより）

国民会議の議論促進を確認／自公が政策合意
　自民党の安倍晋三総裁と公明党の山口那津男代表
は１２月２５日、国会内で党首会談を行い、連立政権樹
立に向けた政策合意文書に署名した。社会保障制度
改革国民会議で社会保障分野の議論を促進させるほ
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その他の動き2012012年社会保障・医療の主な動き

（ ６日）社会保障・税一体改革素案が閣議報告
（13日）野田改造内閣、一体改革担当相に岡田氏
（25日）2012年度介護報酬改定が諮問・答申

１月

（ ５日）京都市長に門川氏再選（10日）中医協が2012年度診療報酬改定を答申
（14日）マイナンバー法案が国会提出→解散で廃案に
（15日）厚労省「医療事故に係る調査の仕組み等のあり方に関する

検討部会」発足
（17日）社会保障・税一体改革大綱が閣議決定
（28日）厚労省が「特定行為」選考に医行為の分類案提示

２月

（ ４日）露大統領にプーチン氏復帰
（10日）バイバイ原発京都に6000人
（14日）京都水族館オープン
（29日）反原発の官邸前抗議行動
　　　  →以降毎金曜日に定例化

（26日）「統合医療」のあり方に関する検討会が初会合
（30日）消費増税関連法案が閣議決定
（30日）新医療計画で「５疾病５事業および在宅医療」の作成指針
・支払基金の突合・縦覧点検が３月審査分から

３月

（ ２日）スー・チー氏国会議員に
（11日）北朝鮮で金正恩新体
（12日）祇園暴走事故19人死傷
（23日）亀岡登校事故10人死傷

（ １日）日医会長選挙で横倉義武氏が原中勝征氏を破る
（ ５日）財政の都道府県単位化を図る改定国保法が成立
（27日）新型インフルエンザ等対策特別措置法案が成立

４月

（21日）金環日食、932年ぶり広範
囲観測

（22日）東京スカイツリー開業

（23日）厚生科学審議会予防接種部会が予防接種法改正に向けた
第二次提言

５月

（14日）国内初の6歳未満脳死判定（８日）「医療イノベーション５か年戦略」を決定
（15日）民・自の実務者が一体改革関連法案の修正協議で、自民が

成立を求める「社会保障制度改革基本法案」の修正で合意
（20日）障害者総合支援法が成立、障害福祉サービスの対象に難病

患者を追加
（28日）「登録制」から「報告制」へ　社会保障審議会医療部会が

「急性期医療に関する作業グループ」の整理案を了承

６月

（ １日）大飯原発３号機が再起動
（ ４日）ヒッグス粒子発見
（16日）さようなら原発に17万人
（11日）大津中２自殺刑事事件に
（31日）東京電力が実質国有化

（ ６日）参照価格制度省内仕分けで検討提言
（31日）「日本再生戦略」を閣議決定

７月

（13・14日）府南部豪雨で3000戸
超浸水

（10日）竹島を李明博韓国大統領
が訪問

（10日）社会保障・税一体改革関連法案が参院本会議で可決、成立
（31日）厚労省が「専門医の在り方に関する検討会」の中間まとめ

８月

（11日）尖閣諸島の国有化　
　　　  →日中関係悪化
（19日）原子力規制委員会が発足

（ １日）不活化ポリオワクチン（ＩＰＶ）の定期接種が導入
（ ５日）厚労省が認知症施策推進５か年計画「オレンジプラン」策定
（18日）厚労省が「医療等分野における情報の利活用と保護のため

の環境整備のあり方に関する報告書」
（28日）厚労省が医療機関ＨＰの指針

９月

（ １日）オスプレイ沖縄配備（ １日）野田第３次内閣、厚労相に三井辨雄氏
（15・22日）財務省の「財政について聴く会」が社会保障の効率化

で議論

10月

（ ６日）米大統領にオバマ氏再選
（15日）中国新指導者に習近平氏
（23日） TPP参加反対京都府民集会
（29日） 国連がパレスチナ「国家」決議

（30日）社会保障制度改革国民会議が初会合11月

（10日）山中教授にノーベル賞
（12日）北朝鮮がミサイル発射
（19日）韓国大統領に朴槿恵氏

（16日）衆院選で自公が政権奪還
（26日）安倍内閣発足、厚労相に田村憲久氏、社会保障・税一体改

革担当に甘利明氏

12月



か、消費税率の引き上げに対応して複数税率導入の
検討など進めることを盛り込んだ。
　文書には、社会保障制度改革国民会議で医療、介
護、少子化対策などの議論を促進すると明記。生活
保護は不正受給対策の徹底と自立・就労支援によっ
て適正化に向けた見直しを進める。消費税は税率引
き上げ前の景気回復を「着実に実現」とし、複数税率
導入の検討などで低所得者対策を確実に実施する。
　景気・経済対策は大型補正予算と２０１３年度予算を
連動する形で編成し、その際、特に地域経済や中小
企業に配慮する方針も示した。経済財政諮問会議と
日本経済再生本部の設置、健康・医療などの成長分
野の規制緩和も盛り込んだ。
●ＴＰＰ「国益にかなう最善の道を」
　また、ＦＴＡ（自由貿易協定）や経済連携協定
（ＥＰＡ）などの自由貿易を「これまで以上に推進す
る」と強い意欲を示したが、環太平洋連携協定（Ｔ
ＰＰ）は「国益にかなう最善の道を求める」との表
現にとどめた。
　安倍氏は会見で「基本合意を基に国民の期待に応
えるため努力する」と述べた。
（１２/２６MEDIFAXより）

諮問会諮問会議議
甘利経再相、社会保障は「最大効率を」／諮
問会議が再始動
　甘利明経済再生（一体改革）担当相は１月９日、
約３年半ぶりに再始動した経済財政諮問会議後に会
見し、財政健全化に向けた歳出削減として“痛みを
伴う改革”が必要との考えを示した。諮問会議は６
月にも新政権としての経済財政運営の基本方針とし
て新しい「骨太方針」をまとめる予定だが、痛みを
伴う改革を明示する時期や方向性については言及し
なかった。社会保障費については「社会保障制度改
革国民会議で負担と給付の最大効率を議論する」と
説明した。
　小泉政権時、自民党内や政府内の反対を押し切り
諮問会議主導で公共事業費削減や社会保障費の抑制
を断行して歳出を削減してきた。甘利担当相は会見
で、今回の諮問会議でもこのような「痛みを伴う改
革」は打ち出すのかとの質問に「もちろん」と回答。
実現できるのかとの問いにも「もちろん」と重ねて
回答した。その上で社会保障費については「（国民会
議で）国民負担を最小にし、最大の効果を図るため

支出についても効率的かということも含めて議論す
ることになっている」と述べ、最大効率化が基本方
針であるとした。
　６月にも取りまとめる予定の「骨太方針」につい
ては、「中長期の目標になるため今後の議論」とした
上で「短期は柔軟に、中長期はしっかりした健全化
が方向性」との考えを示した。
●「従来と次元の違う政策必要」安倍首相
　甘利担当相は諮問会議での議論についても説明し
た。安倍晋三首相からは「１０年以上デフレが続いて
おり、相当なことをしないとマインドは変えられな
い。これまでと次元の違う政策によってインフレ期
待を起こして成長を高めていかないと、税収も上が
らず財政再建もできない」との発言があったことを
紹介。２０１３年度予算については「早急に編成作業を
行い、財政健全化目標を踏まえ、日本経済再生を実
現していく」とし、「（諮問会議では）経済再生と、
中長期的に持続可能な財政措置の双方を実現する道
筋を検討していただきたい」との指示があったこと
も明らかにした。
　次回の諮問会議の日程は未定だが、安倍政権が経
済再生に向けた取り組みとして大型補正予算に続く
第２弾に位置付ける１３年度予算の策定について、基
本的な方向性などを議論する予定。
（１/１０MEDIFAXより）

経済財政諮問会議議員
議長 安倍 晋三 内閣総理大臣
議員 麻生 太郎 副総理 兼 財務大臣
 同　菅 　義偉 内閣官房長官
 同  甘利 　明 内閣府特命担当大臣（経済財政
　　 　　　　　政策）兼 経済再生担当大臣
 同　新藤 義孝 総務大臣
 同　茂木 敏充 経済産業大臣
 同  白川 方明 日本銀行総裁
 同　伊藤 元重 東京大学大学院経済学研究科
　　 　　　　　 教授
 同　小林 喜光 三菱ケミカルホールディングス
　　 　　　　　 代表取締役社長
 同　佐々木 則夫 株式会社東芝取締役、代表
　　 　　　　　　 執行役社長
 同　高橋　 進 日本総合研究所理事長
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競争力会競争力会議議
産業競争力会議、１３年半ばに成長戦略
　政府の日本経済再生本部（本部長＝安倍晋三首相）
は１月８日、首相官邸で初会合を開き、１月１１日に
閣議決定する緊急経済対策の骨子を了承した。また、
２０１３年半ばに成長戦略を策定するため、同本部の下
に武田薬品工業の長谷川閑史社長ら民間メンバー９
人が入った「産業競争力会議」を設置することを決
めた。
　同本部は経済財政諮問会議との連携の下、円高・
デフレを脱却し、「強い経済」を取り戻すための経済
対策や成長戦略の立案に当たる。まずは緊急経済対
策で、安倍首相は「経済対策は新政権の経済再生に
向けた取り組みの第１弾となる。しっかりとした対
策を１月１１日を目途に取りまとめたい」と述べた。
●新たな規制改革会議も
　さらに、「産業競争力会議においては、野心的な成
長戦略を１３年半ばを目途に策定する」と述べ、同会
議で成長戦略の具体策を検討する考えを示した。ま
た、安倍首相は新たな規制改革会議を設置し、同本
部との連携の下、経済再生に資する規制改革を優先
的に行うよう指示した。
　甘利明経済再生担当相は閣議後会見で産業競争力
会議の民間の構成員９人が内定したと発表した。９
人は長谷川氏のほか、サキコーポレーションの秋山
咲恵社長、東レの榊原定征会長、コマツの坂根正弘
会長、みずほフィナンシャルグループの佐藤康博社
長、慶応大の竹中平蔵教授、ローソンの新浪剛史社
長、東京大大学院の橋本和仁教授、楽天の三木谷浩
史会長兼社長。（１/９MEDIFAXより）

国家戦略会議と行政刷新会議を廃止／安倍内閣
　第２次安倍内閣は１２月２６日深夜に開いた初閣議
で、安倍首相を本部長にし、全ての閣僚で組織する
「日本経済再生本部」の設置を決定した。一方、民主
党の肝いりで設置された国家戦略会議と行政刷新会
議の廃止を決めた。菅義偉官房長官が初閣議後の記
者会見で発表した。
　菅官房長官は、民主党政権が廃止した事務次官会
議を復活させる方針も表明。事務次官会議は「全体
を把握する意味で必要」と述べた。事務次官会見に
ついても「大臣の会見を補足する意味で必要だ」と
復活させる考えを示した。（１２/２７MEDIFAXより）

専門専門医医
「総合診療専門医」でおおむね一致／専門医あ
り方検討会
　新しい専門医制度の導入に向けて議論している厚
生労働省の「専門医の在り方に関する検討会」（座長
＝髙久史麿・日本医学会長）は１２月２６日、総合的な
診療能力を有する医師の名称を「総合診療医」とす
ることでおおむね一致した。専門医としては「総合
診療専門医」となる方向。ただ、一部の構成員から
は名称に「科」を付けて「総合診療科医」にすべき
との意見も上がった。これまでの議論は「総合医」
と「総合診療医」を併記していた。
　同検討会で構想している新しい専門医制度は、「総
合内科専門医」「外科専門医」など計１８の基本領域で
いずれかの専門医資格を取得した上で、より専門領
域に特化した「循環器専門医」「血液専門医」などの
サブスペシャルティ領域の専門医資格を取得する二
段階制。総合的な診療能力を有する専門医の資格に
ついては、１９番目の基本領域とする方向性で一致し
ている。定義については、同検討会が８月に公表し
た中間まとめで「頻度の高い疾病と傷害、それらの
予防、保健と福祉など、健康にかかわる幅広い問題
について、わが国の医療体制の中で、適切な初期対
応と必要に応じた継続医療を全人的に提供できる医
師」と例示している。
●「他の基本領域とは少し違った形に」／池田構成員
　会合では、これまで「総合医」「総合診療医」を併
記してきた名称の統一について議論した。池田康夫
構成員（日本専門医制評価・認定機構理事長）は、
同機構の「総合医（仮称）に関する検討会」では
「総合診療専門医」とすることで一致していると説明
した。新しい専門医制度での「総合診療専門医」の
位置付けについては、基本領域の他の専門医資格を
取得した後に「総合診療専門医」を取得したり、他
の専門領域で活躍した後、将来的に「総合診療専門
医」に移行したりすることなどを想定して研修プロ
グラムなどを検討する必要があると指摘。「他の基本
１８領域とは少し違った形とする必要がある」と述べ
た。
●「総合診療“科”専門医が分かりやすい」／山口
構成員

　一方、山口徹構成員（虎の門病院長）は「ぜひ新
しい基本領域として『総合診療科』を設ける議論を
してほしい」と述べ、「新しい診療領域の専門医なの
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で、学生のときから『総合診療』のイメージを持っ
てもらうことが必要。（標榜科を念頭に）“科”があ
る方がイメージしやすい」と指摘。他の基本領域は
全て「○○科」となっていることなどからも「総合
診療科専門医」を提案した。
　この意見に対し、金澤一郎座長代理（国際医療福
祉大大学院長）や小森貴構成員（小森耳鼻咽喉科医
院長）は、標榜科の問題は今後しっかり議論する必
要があるとした上で、標榜科ではなくまずは新しい
概念の専門医資格について具体化するべきとの考え
を示した。最後は髙久座長が「どういう科を付ける
かはまた別の問題」と指摘し「厚労省とも相談する」
と引き取った。（１２/２７MEDIFAXより）

税税　制制
四段階制、「自由診療含め７０００万円以上」で適
用外／自民部会が了承
　診療報酬が年間５０００万円以下の個人医療機関や医
療法人に適用される「診療報酬の所得計算特例措置」
（いわゆる四段階制）が一部変更される見通しになっ
た。診療報酬が５０００万円以下でも、自由診療収入を
含めた医業収入が７０００万円以上のケースは適用対象
から除外される。自民党の厚生労働部会が１月７日、
こうした改正案を含んだ厚生労働省の２０１３年度税制
改正要望案を了承した。
　四段階制は小規模医療機関の事務負担軽減を目的
に導入されている特例措置で、実際の経費にかかわ
らず、診療報酬収入を四段階に区分して所定の概算
経費率を掛けることができる。概算経費率は２５００万
円以下で７２％、２５００万円超－３０００万円以下で７０％、
３０００万円超－４０００万円以下で６２％、４０００万円超－
５０００万円以下で５７％となっている。
　四段階制については会計検査院が１１年１０月に、▽
多額の自由診療収入があるのに特例を適用している
▽特例適用者の多くが実際の経費を計算した上で概
算経費と比較して有利な方を選択している―などの
検査結果をまとめた。民主党政権下の１２年度税制改
正議論では、財務省が会計検査院の指摘を踏まえ「特
例の存否を含めた再検討」を求めたが、厚労省は地
域医療の確保に悪影響を及ぼすとして特例措置の存
続を主張。１２年度は継続された。
　総選挙前の民主党政権下で開かれた１２年１１月の政
府税制調査会でも厚労省は制度の存続を求めたが、
一方で自由診療分を含めた収入が一定額以上の場合

は特例措置の対象から除外する見直しについては進
めていく方針を示していた。
　四段階制は存続するが、自由診療収入を含めた医
業収入が７０００万円以上の場合は、たとえ診療報酬収
入が５０００万円以下でも制度の適用対象から外れるこ
とになる。
●研発税制は控除上限を３０％に
　了承された厚労省の税制改正案にはこのほか、診
療報酬の事業税非課税措置や社会保険診療以外の事
業税軽減措置の存続が含まれている。研究開発税制
（総額型）の税額控除限度額を２０％から３０％に引き上
げることも了承された。
　控除対象外消費税については「医療に係る消費税
の課税の在り方を引き続き検討する」という書き方
にとどめている。福岡資麿部会長によると「非常に
大きな問題なので、重大性を認識した上で今後の議
論を進めるべき」との意見が出たという。
　部会として了承した厚労省の税制改正案は、１月
９日の自民党税制調査会に報告する。税制改正大綱
は１月中旬にも決定する。（１/８MEDIFAXより）

予予　算算
厚労省、自然増要求額はそのまま／１３年度予
算、自民・厚労部会が了承
　厚生労働省は民主党政権下で財務省に提出してい
た２０１３年度予算概算要求のうち、「特別重点要求・重
点要求」として措置していた枠組みを見直した。政
府の方針に沿った取り組みで、変更案は１月９日の
自民党厚生労働部会で了承された。新政権の方針に
よる変更は主に「特別重点要求・重点要求」の扱い
にとどまり、前政権下で全額確保が決まっていた社
会保障費の自然増８４００億円分は変更せずに要求す
る。
　概算要求の見直しは１２年１２月２７日の安倍晋三首相
の指示を踏まえて実施した。民主党政権時にまとめ
た要求内容から「復興・防災対策」「成長による富の
創出」「暮らしの安心・地域活性化」の３分野を重視
した内容に入れ替えた。
　これにより厚労省の新たな１３年度予算概算要求は
２９兆９２８７億円となり、民主党政権だった１２年９月に
提出した概算要求額３０兆２６６億円からは減るものの、
１２年度補正予算案と１３年度予算案を一体と見なす
「１５カ月予算」として見た場合、総額は３０兆３１１９億円
となり増額された格好となる。ただ、総額は７０－７４
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歳の医療費自己負担の対応で変動する。
●がん対策に１１７億円、認知症施策で３４億円
　１３年度予算要求は１２年度補正予算案で示した項目
の拡充が目立つが、がん対策の充実・強化に１１７億円、
認知症施策の推進に３４億円、小児らの在宅医療提供
体制整備に１.７億円などを盛り込んだ。
　一方、「特別重点要求」として計上していた医療イ
ノベーションの推進関連は４１１億円から２３１億円に減
額した。厚労省は理由の一つとして、これまで進め
てきた財務省との折衝によるものと説明している。
●福岡部会長、自然増の全額容認に理解
　１３年度概算要求の入れ替えが一部にとどまったた
め、社会保障費の自然増８４００億円は全額要求になっ
た。自民党厚生労働部会の福岡資麿部会長は「制度
論の見直しは簡単に進められない」と全額容認に理
解を見せた。
　今後の対応をめぐっては「社会保障制度改革国民
会議の議論が進み、新たな社会保障の負担の在り方
がまとまってくる。国民会議の議論を受けて予算措
置を講じるのが筋道だ」と述べ、１４年度予算以降の
自然増を容認するかどうかは国民会議での議論次第
との認識を示した。（１/１０MEDIFAXより）

７０－７４歳「２割負担」で意見集約／医療保険
部会、予算課題を整理
　社会保障審議会・医療保険部会（部会長＝遠藤久
夫・学習院大教授）は１月９日、７０－７４歳の患者負
担について「早急に法律上の２割負担に戻すべきと
の意見が多かった」とし、１割負担で凍結してきた
負担割合を２割負担とするなど、医療保険上の予算
課題について部会での議論を取りまとめた。
　法定の２割負担に戻す方法や時期については、
２０１３年度から７０－７４歳の負担割合を一律２割とする
意見と、７０歳以上となる人から段階的に２割とする
意見を併記した。必要な財源は１２年度補正予算で手
当てする。政府は１月１１日にも緊急経済対策をまと
める方向で、患者負担の問題についてもそれまでに
決着する見通しだ。
●協会けんぽ財政措置「延長やむなし」
　１３年度予算の課題では、１２年度で期限が切れる協
会けんぽの財政基盤を強化・安定化するための特例
措置について議論した。部会では「国庫補助率
１６.４％」「後期高齢者支援金の３分の１を総報酬割」
とする現行の措置を１４年度まで延長することはやむ
を得ないとする意見をまとめた。

●高額療養費、小規模改善は見送りも
　高額療養費制度については、負担上限の導入を検
討してきたが、必要となる保険料財源と比べてシス
テム改修費が高く、費用対効果が薄いなどの理由か
ら、部会としては１３年度での導入に慎重な姿勢を示
した。
　部会では社会保障・税一体改革大綱を受けて１２年
７月から予算関連課題について議論を進めてきた。
例年は年末の予算編成に合わせて議論を整理する
が、衆院解散・総選挙により日程に遅れが生じてい
た。政府は与党や部会での議論を踏まえて、１２年度
補正予算・１３年度予算を編成する。
　１３年度予算案が閣議決定されるのは１月半ばとな
る見通し。協会けんぽの財政対策などの法改正が必
要となる案件については、２月中旬以降に国会に法
案を提出することになりそうだ。
（１/１０MEDIFAXより）

補正予補正予算算
再生基金５００億円積み増し／自民厚労部会、補
正要望事項を了承
　自民党厚生労働部会（福岡資麿部会長）は１月７
日、２０１２年度補正予算案のうち厚生労働省が要望し
た５１２８億円の緊急経済対策を了承した。ただ、７０－
７４歳の医療費自己負担を１割にとどめる特例措置へ
の対応次第で額は変動する。部会はこの自己負担問
題について議論を進めたが方向性はまとまらず、賛
否の両論があったことを田村憲久厚生労働相に伝え
て政府に判断を委ねることでまとまった。
●耐震化に４０６億円
　厚労省は地域医療再生基金の積み増しとして５００
億円を計上。▽震災に備えた医療提供体制の整備▽
地域医療機関への勤務を条件にした修学資金の貸与
▽大学医学部に設置する寄付講座に対する支援をは
じめとした医師不足対策▽介護連携の在宅医療整備
─などに充てる。また、復興・防災対策として２次
救急医療機関の耐震化を推進するため、医療施設耐
震化臨時特例基金を４０６億円積み増す。災害派遣医療
チーム（ＤＭＡＴ）の活動支援では広域災害・救急
医療情報システム（ＥＭＩＳ）の機能充実に８９００万
円を確保した。
　国が備蓄するプレパンデミックワクチンの有効期
限分を買い替える措置に６３億円を盛り込んだほか、
救急・周産期医療を担う医療機関の医療機器等整備
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費に３０億円を計上した。
　このほか、補正予算案には１２年度の基礎年金の国
庫負担分を賄う約２兆５０００億円も含まれる。
●７０－７４歳の自己負担、方向性出せず
　部会は、７０－７４歳の医療費自己負担に関する特例
措置で明確な方向性を打ち出すことはできなかっ
た。
　出席議員の一人は「このまま１割負担を維持して
いるようでは、民主党と同じではないか」と訴え、
７０歳になる人から２割負担にする案を採用して本来
の水準に戻すよう提言。一方、１３年夏の参院選を前
に引き上げを実施すれば有権者の反発を招くと警戒
する意見や「時間をかけて党内の意見を集約してい
くべき」との慎重派の声もあった。
　福岡部会長は部会後、「両論出たことを厚労大臣に
伝える。今後は、一義的には役所の方で財務当局と
折衝してもらう」と述べた。（１/８MEDIFAXより）

機能分機能分化化
機能分化の報告制度、療養病床も対象に／厚
労省検討会
　厚生労働省の「病床機能情報の報告・提供の具体
的なあり方に関する検討会」（座長＝遠藤久夫・学習
院大教授）は１２月１３日、病床機能分化に向けて導入
する報告制度の対象に、療養病床を加えることを決
めた。同検討会は厚労省の「急性期医療に関する作
業グループ」がまとめた方向性に基づき、一般病床
の機能分化を推進する仕組みとして具体的な報告内
容を議論していたが、各医療機関が報告する内容は
一般病床だけでなく療養病床にまで拡大することに
なった。
　報告制度の対象については前回の会合で、厚労省
が「有床診療所」も含まれるとの見方を示し、委員
も了承。療養病床を対象にするかどうかは議論する
としていた。
　会合では、厚労省が示した論点に基づき、報告制
度での療養病床の取り扱いや、入院が長期化する患
者などについて議論した。
●「１病棟で複数機能」の在り方も議論
　１つの病棟が複数の医療機能を持って地域の医療
ニーズに対応する場合についても議論することを決
めた。構成員から「地域」の定義について聞かれた
厚労省医政局総務課の吉岡てつを課長は「医療機関
が少ない地域では１つの病棟がいろいろな機能を担

っており、今後もそうだと思う。都市部でもそうい
うことが必要かもしれない」と述べ、へき地や都市
部以外に限定しているわけではないと説明した。
　西澤寛俊構成員は「一体改革で示されているのは
地域一般病床で、私たちが提唱しているのは地域一
般病棟」と指摘。「私たちは都会型の中小病院が担う
役割として提唱している。急性期の病院で、かなり
亜急性期の患者も含まれることを想定しており、議
論としては分けてほしい」と求めた。四病院団体協
議会は現在行っている実態調査の結果を踏まえて、
地域一般病棟などについて次期政権に提言する方針
を示している。
　一体改革でシミュレーションが示されている地域
一般病床は、おおむね人口５万－７万人の自治体で
１００人当たり１床程度の整備量を仮定している。
（１２/１４MEDIFAXより）

特定行特定行為為
看護師の特定行為、再分類で４７項目に／能力
認証制度で厚労省
　厚生労働省は１２月６日、看護師に一定の医行為（特
定行為）を認めるための能力認証制度について検討
している「チーム医療推進のための看護業務検討ワ
ーキンググループ（ＷＧ）」（座長＝有賀徹・昭和大
医学部救急医学講座教授）の会合に、これまでの議
論を踏まえて再分類した４７項目を特定行為とする案
を提示した。委員からは、さらなる精緻化が必要と
の意見が上がった。
　特定行為の選定は、看護師が「診療の補助」とし
て実施できる医行為を、保健師助産師看護師法上で
明確にする目的で進められている。事前に作成する
プロトコル（教科書的対応）に基づくことを前提に
▽厚労省が指定する研修（指定研修）を修了した看
護師が「医師の包括的指示」を受けて実施する▽院
内での研修などを経た一般看護師が「医師の具体的
指示」を受けて実施する―の２パターンを想定して
いる。
　これまでは２０１０年に実施した看護業務実態調査で
対象になった医行為２０３項目を「行為の難易度」と
「判断の難易度」から▽医師のみが実施するレベル
「絶対的医行為Ａ」▽シミュレーション教育や実習を
経て実施可能なレベル「行為の難易度が高いＢ１」
▽複合的な要素を勘案して指示内容を判断する必要
があるレベル「判断の難易度が高いＢ２」―などに
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分類し、Ｂ１とＢ２を特定行為として議論してきた。
　厚労省は会合に、「Ｂ１」「Ｂ２」に分類されてい
た９４項目を再分類し、４７項目を特定行為とする案を
提示。また、特定行為とするかさらに検討が必要と
する１５項目も示した。（１２/７MEDIFAXより）

再生医再生医療療
再生医療の規制法案、次期通常国会に提出へ
／厚労省
　再生医療の安全性を担保するため、厚生労働省は
自由診療と臨床研究に一定の規制を設ける法案を次
期通常国会に提出することを目指す。１２月１４日に開
かれた厚生科学審議会科学技術部会の「再生医療の
安全性確保と推進に関する専門委員会」で、法的枠
組みをつくることで意見が一致した。
　再生医療をめぐっては、京都府内の医療機関で
２０１０年に自由診療で幹細胞治療剤の投与を受けた韓
国人が死亡する事故が起きた。投与されたのは、韓
国のバイオ企業が日本に輸出した、韓国国内でも許
可されていない治療剤。日本では自由診療に規制が
ほとんどないことを利用したもので、日本再生医療
学会は１１年に「国内で再生・細胞医療と称する行為
が行われ医療事故などが発生している」との声明文
を発表。国に再生医療の法整備を求めていた。
　厚労省は専門委員会で論点メモとして、再生医療
に関わる自由診療と臨床研究を実施する場合には、
リスクの高いものは厚生労働大臣の承認か届け出を
必要とし、リスクの低いものは倫理審査委員会が審
査を行った上で実施する法整備を提案。法案には治
療や研究の結果を公表し、治療技術の向上に役立て
ることなどを盛り込むことを示し、おおむね了承さ
れた。
　次回は１３年１月３０日に開き、厚労省が法案の骨格
を示す予定だ。（１２/１８MEDIFAXより）

臨床研臨床研究究
臨床研究指針、法制化も検討へ／厚労省
　厚生労働省は、被験者保護や透明性の確保などを
求めた「臨床研究に関する倫理指針」の見直し作業
に着手する。１２月２７日にも専門委員会の初会合を開
き、臨床研究倫理指針とは別に運用されている「疫
学研究倫理指針」との一本化や、指針自体の法制化
も含めた検討に入る。文部科学省とも調整した上で

２０１３年春にも方向性をまとめ、パブリックコメント
の募集を経て１３年７月末の告示を目指す。指針見直
しは０８年以来、５年ぶり。
　論点の１つは、臨床研究倫理指針と関連指針との
関係性の整理で、特に臨床研究倫理指針と疫学研究
倫理指針の境界線が、分かりづらいという意見がか
ねて研究者から上がっている。このため、両指針の
適用範囲を検証しながら、現行通り別々に運用する
のか、それとも一本化するのかも含めて議論する。
　指針の法制化も検討課題となる。法的強制力を持
たせることで被験者保護の規制をより強めることが
できるメリットがある一方、研究実施の手続きや手
間が増え、研究を進めにくい環境が生まれてしまう
ことを危惧する声もある。専門委員会で規制と研究
促進のバランスを意識しながら法制化の必要性が判
断される見込みだ。法制化の方向になれば、被験者
保護、研究推進のどちらに重点を置いた名称にする
かも焦点で、関係者の意見も聞きながら慎重に検討
される見通しだ。
　指針見直しに当たっては、米国でのＩＮＤ
（Investigational New Drug）など、海外で導入され
ている臨床研究の届け出・承認制度も参考にする。
国内指針と諸外国との制度比較をテーマとする研究
班での検討が進んでおり、こうした意見も聞きなが
ら国内導入の可能性を探る方針だ。臨床研究の実施
に関する原則、データ捏造・改ざんに対応する新た
な規定を盛り込むことも視野に入れる。
●倫理審査ガイドラインの作成も
　一方、臨床研究に関する倫理審査委員会の質向上
に向け、倫理審査事例集や倫理審査ガイドラインの
作成にも着手する。厚労省は１３年度にも研究班など
を立ち上げて具体的な作業を進める計画で、倫理審
査委員会の認定制度の導入も検討する。国などが一
定基準を満たす委員会を認定する仕組みで、今後、
制度設計に必要な情報収集や調査に入る。
（１２/２０MEDIFAXより）

ケアマケアマネネ
制度改正へ取りまとめ案を了承／ケアマネあ
り方検討会
　厚生労働省は１２月２７日、「介護支援専門員（ケアマ
ネジャー）の資質向上と今後のあり方に関する検討
会」（座長＝田中滋・慶応大大学院教授）に、これま
での議論の取りまとめに当たる中間的な整理案を提
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示し、大筋で了承された。整理案に盛り込まれた事
項で制度改正が必要なものについては社会保障審議
会・介護保険部会で、介護報酬に関わる事項につい
ては社保審・介護給付費分科会でそれぞれ議論を進
める。
　整理案で提示した事項は大きく分けて▽ケアマネ
ジメントの質の向上について▽保険者機能の強化な
どによるケアマネの支援について▽医療との連携の
促進について▽介護保険施設におけるケアマネにつ
いて―の４点。（１２/２８MEDIFAXより）

終末終末期期
終末期医療の意識調査検討会が初会合／厚労省
　厚生労働省は１２月２７日、「終末期医療に関する意識
調査等検討会」の初会合を開く。終末期医療に対す
る国民や医療従事者の意識を調査し、患者の意思を
尊重した望ましい終末期医療の考え方や課題などを
整理するのが狙い。
　検討会のメンバーは次のとおり。▽池上直己・慶
応大医学部医療政策・管理学教室教授▽伊藤たてお・
日本難病・疾病団体協議会代表▽大熊由紀子・国際
医療福祉大大学院教授▽川島孝一郎・仙台往診クリ
ニック院長▽木村厚・全日本病院協会常任理事▽佐
伯仁志・東京大大学院法学政治学研究科教授▽佐藤
保・日本歯科医師会常務理事▽田中徹・がんの子供
を守る会評議員▽田村里子・東札幌病院ＭＳＷ課長
▽中川翼・渓仁会定山渓病院長▽羽生田俊・日本医
師会副会長▽林章敏・聖路加国際病院緩和ケア科医
長▽樋口範雄・東京大大学院法学政治学研究科教授
▽増成隆士・筑波大名誉教授▽町野朔・上智大生命
倫理研究所教授▽松月みどり・日本看護協会常任理
事▽南砂・読売新聞東京本社医療情報部長▽村上勝
彦・全国老人福祉施設協議会総務・組織委員長▽山
口育子・ささえあい医療人権センターコムル理事長
▽山本保博・東京臨海病院長
（１２/２０MEDIFAXより）

費用対効費用対効果果
費用範囲などで原則を提案／費用対効果評価
で厚労省
　厚生労働省保険局医療課は１２月１９日の中医協・費
用対効果評価専門部会（部会長＝関原健夫・日本対
がん協会常務理事）で、費用対効果を評価する際の

費用の範囲について、原則として公的医療費のみと
することや、比較対象とする医療技術を原則として
最も代替され得る医療技術とすることなどの案を示
し、出席委員に議論を求めた。
　参考人の福田敬・国立保健医療科学院上席主任研
究官が費用対効果の評価法の説明として、費用の範
囲や取り扱い、比較対照の在り方について諸外国で
の導入状況を交えて解説した。事務局の医療課は福
田氏提出の資料を基に論点を整理し、評価を行う費
用の範囲については公的医療費を原則とすることを
提案した。
　ただ、評価対象の医療技術による効果が介護にも
大きな影響を及ぼす場合は、費用に公的介護費用を
含めることも併せて提案。「生産性損失」などの公的
医療費・公的介護費に含まれない費用については、
ばらつきや推計方法による差が大きいとして評価の
範囲には含まないとの考えも示した。
　価格未設定の新規医療技術の費用対効果評価で
は、現行制度で保険収載（薬価収載）を行った場合
の仮の価格に基づいて評価する考えも示した。
　診療側委員からは生産性損失について一定程度取
り入れてはどうかとの意見や、医療技術の費用の内
訳について物品費と技術料とを分けていただきたい
といった意見があった。
　一方、比較対照となる医療技術について医療課は、
原則として新たに導入される医療技術によって最も
代替され得る医療技術とすることなどを提案した。
理由として、医療全体への影響が的確に把握できる
ためと説明した。（１２/２０MEDIFAXより）

中医中医協協
長期品の新ルールを了承／中医協総会
　中医協総会は１２月１９日、長期収載品引き下げの新
ルールなどを盛り込んだ長期品の薬価に関する中間
取りまとめ案を了承した。中間取りまとめ案は１２月
５日の薬価専門部会（部会長＝西村万里子・明治学
院大教授）で取りまとめられ、西村部会長が総会に
報告した。委員から意見は出なかった。
　中間取りまとめ案のうち、後発品への置き換えが
進んでいるかどうかを判断する指標（後発品置き換
え率）について分母から後発品に置き換えることの
できない医薬品を除くことや、２０１３年度以降の後発
品の新たな数量目標で例示としてフランス（ＩＭＳ
データで約６０％）などの後発品置き換え率が参考に
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なるとの意見があったことは、中医協として社会保
障審議会医療保険部会に報告する。
　また、安達秀樹委員が５月の総会で、日本の薬価
が欧州と比べ高いという全国保険医団体連合会のデ
ータを引き合いに薬価の国際比較データを出すよう
求めていたのに対し、厚生労働省は年明けの薬価部
会でこのデータを提出する予定だ。
（１２/２０MEDIFAXより）

臨床研臨床研修修
「弾力化」「地域枠」は両論併記／臨床研修見
直しへ論点整理
　厚生労働省の「医師臨床研修制度の評価に関する
ワーキンググループ（ＷＧ）」（座長＝堀田知光・国
立がん研究センター理事長）は１２月１９日、医師臨床
研修制度の見直しに向けた論点整理を座長一任で取
りまとめることを了承した。同制度は５年ごとに見
直すこととなっており、見直し後の新制度は２０１５年
度にスタートする。医道審議会医師分科会・医師臨
床研修部会は、ＷＧの最終的な論点整理に基づき１３
年２月から議論を開始し、１３年中には新制度の内容
を固める。
　厚労省が提示した論点整理案に基づきＷＧとして
最後の議論を行った。構成員からは「臨床研修でも、
今後急増する７５歳以上高齢者の疾病構造や多死への
対応を何らかの形で到達目標として扱うべき」「医学
生の臨床参加型実習を充実させることができた場合
は臨床研修期間の短縮化なども含めて見直しを検討
すべき」「卒前・卒後も含めた医学教育全体の見直し
を継続していくことを提言すべき」などの意見が上
がった。
　１０年度から運用している「弾力化プログラム」に
ついては、以前の「７科必修」に戻す必要はないと
する意見と、７科に戻すことも含めて必修項目を見
直すとの意見を両論併記する形で論点とすることに
なった。
　地域医療に従事する意欲のある学生を対象とする
入学選抜枠「地域枠」についても、現行通り一般枠
の医学生と同様にマッチングに参加して臨床研修を
行う病院を決定すべきとの意見と、別枠にして確実
に地域医療への従事者を確保すべきとの意見を両論
併記して論点とする。
●研修中の「研究」の是非は
　会合では、研究医養成と臨床研修の関係について

も議論した。現在は臨床研修期間中は研究活動が途
絶えてしまう状況にあるため、研修期間中の大学院
進学などを認めるかどうかなどが議論となってい
る。
　岡部繁男構成員（東京大教授）は「万人向けでは
なく少数精鋭向けのシステムとして、臨床研修中も
プラスアルファ（としての研究）が積めるといい」
と述べた。小森貴構成員（日本医師会常任理事）は「２
年間、完全に（研究から）切り離してしまうのは大
きな損失」と述べた。
　一方、神野正博構成員（社会医療法人財団董仙会
恵寿総合病院理事長）は「臨床研修制度だけの問題
ではない」と指摘した上で「研修期間中の大学院進
学は大反対。２年間の基礎研修中は研修に集中して
いただきたい」と述べた。岡留健一郎構成員（済生
会福岡総合病院長）は「本当に基礎的な研究をする
人を養成するコースをつくるべき」と提案した。
（１２/２０MEDIFAXより）

支払基支払基金金
１３年度レセプト手数料、医科は２.００円引き下
げ／支払基金
　社会保険診療報酬支払基金（河内山哲朗理事長）
は１２月２５日、保険者が負担するレセプト１件当たり
の平均手数料について、２０１３年度は１２年度よりも
１.８０円引き下げた８１.７０円とすることを発表した。１
件当たりの基本手数料は医科・歯科レセプトが９７.４０
円で、２.００円引き下げになる。同様に調剤レセプト
は４８.７０円で、０.９０円引き下げる。
　１３年度の手数料水準について支払基金は、医療事
務電算システムの機器更新経費を確保する一方で、
人件費・物件費を削減するとともに、積立預金の全
額取り崩しによって引き下げることを決めたと説明
している。平均手数料８１.７０円は１９９７年度のピーク時
（１０７.８８円）に比べて、２４.３％低い水準となる。
　電子レセプトや連名簿をオンラインではなく、電
子媒体や紙媒体で受け付けた場合に追加される付加
手数料は、１２－１５年度の４年間で収支が均衡するよ
うに調整しているため、１３年度は据え置きとなる。
（１２/２６MEDIFAXより）

「支部間差異」の解消へ基本方針／支払基金が
公表
　社会保険診療報酬支払基金は１２月１８日の定例会見
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で、レセプト審査のいわゆる「支部間差異」の解消
に向けた基本方針を打ち出した。点数表の規定があ
いまいなために起きる算定ルールの適用をめぐる差
異解消策としては、まず外部の専門家を含めて議論
し、不明確な事項の取り扱い方を整理する。その上
で厚生労働省と協議し、疑義解釈の明確化やルール
の見直しを厚労省に要請していく。
　一方、医学的判断による差異の解消策としては、
審査委員による医学的判断を重視しながら、支部ご
との審査委員会の取り決め事項や審査決定に対する
考え方を分析し、全支部の審査委員会で情報共有し
て医学的判断の収束を図ることにした。こうした情
報の共有化によって、審査委員会間の差異解消を図
る。
　支部間差異の解消に向け、支払基金は２０１２年６月
７－２８日に、河内山哲朗理事長や役員が全国６ブロ
ックを訪問し、各支部の保険者代表幹事らと直接意
見交換する「打ち合わせ会」を開催していた。その
際に出された意見を基に、地域別の医療顧問会議や
審査委員長会議であらためて差異の要因や背景、今
後の方向性などを議論し、基本方針をまとめた。
　全国で開催した打ち合わせ会では、「保険者から見
ると、まだ第１次審査が甘い」「同じものを再審査請
求しても、ある支部では査定され、他の支部では原
審通りになるといった事例が多く見られる。支部間
の不合理な差異の解消を要望する」「突合・縦覧点検
などコンピューターを活用した審査を進めてほし
い」「手数料を早期に８０円以下にしてほしい」などの
意見が上がったという。こうした声を踏まえて基本
方針を決めた。（１２/１９MEDIFAXより）

総選総選挙挙
現職の厚労政務三役、３人全員が落選／総選挙
　１２月１６日に投開票された第４６回衆院総選挙は、自
民党が単独で半数を大きく超える２９４議席（小選挙区
２３７、比例代表５７）を獲得して圧勝し、約３年３カ月
ぶりの政権奪還を決めた。一方、民主党は議席を選
挙前の２３０から大きく減らして５７に。厚生労働省の三
井辨雄厚労相、西村智奈美厚労副大臣、糸川正晃厚
労政務官の現職政務三役もそれぞれ落選した。今選
挙で当選・再選した医師候補は計１５人だった。
　自民党は鴨下一郎元環境相や加藤勝信党総裁特別
補佐ら厚労関係議員が危なげなく再選されたほか、
丹羽雄哉元厚生相、鈴木俊一元環境相ら元職の重鎮

も多くが国政復帰を決めた。医師の新人では、愛知
県医師連盟の組織内候補として出馬した今枝宗一郎
氏が愛知１４区で当選。官僚出身では元厚労省課長補
佐の豊田真由子氏が初当選した。
　民主党は政権批判の逆風を受けて惨敗した。長妻
昭元厚労相（東京７区）、山井和則元厚労政務官（京
都６区）を除き、厚労政務三役経験者が次々と議席
を失った。三井厚労相は北海道２区で敗れ、厚労省
が発足してから初めて現職が敗れる結果に。厚労相
を歴任した細川律夫（埼玉３区）、小宮山洋子（東京
６区）の両氏も有権者の支持を得られなかった。元
厚労副大臣の藤村修官房長官、元厚労政務官の岡本
充功、藤田一枝両氏も敗れた。
●医師候補の当選者、自民が最多８人／民主はゼロ
　集計によると、医師免許を持つ候補の当選は１５人
だった。自民党は前職の鴨下氏、元職の冨岡勉氏
（長崎１区）に加え、新人６人が当選。日本維新の会
は伊東信久氏が大阪１１区で初当選したのをはじめ、
比例代表（復活当選も含む）も３人が議席を手にし
て計４人が国政進出を決めた。日本未来の党の阿部
知子氏（神奈川１２区）は比例で復活当選した。
　一方、民主党は岡本氏をはじめ石森久嗣（栃木１
区）と仁木博文（徳島３区）、吉田統彦（愛知１区）
の各氏も落選し、衆院で医師議員はいなくなった。
（１２/１８MEDIFAXより）

がが　んん
がん診療拠点病院、指定要件見直しへ／厚労
省・検討会が初会合
　厚生労働省は１２月１４日、「がん診療提供体制のあり
方に関する検討会」の初会合を開き、がん診療連携
拠点病院の指定要件を見直すための議論を開始し
た。２０１２年度内に見直しの大きな方向性をまとめ、
個別具体的な要件は、同検討会の下にワーキンググ
ループ（ＷＧ）を設置して検討する。１４年４月の拠
点病院新規指定に間に合うよう、１３年度中の取りま
とめを目指す。（１２/１７MEDIFAXより）

産科補産科補償償
補償金と賠償金の調整、開始基準を具体化へ
／産科補償運営委
　日本医療機能評価機構の産科医療補償制度運営委
員会（委員長＝小林廉毅・東京大大学院教授）は１２
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月１１日、同制度が支払う補償金と分娩機関側が保険
会社などを通じて支払う損害賠償金について、同機
構が主体的に調整を開始する際の基準を具体化する
ことを決めた。現在は同制度の原因分析で「重大な
過失が明らか」と判断された場合、裁判の結果など
を待たずに機構側が主体的に調整を開始できる仕組
みとなっている。ただ、補償金と賠償金の調整開始
は、分娩機関側の損害賠償責任の可能性を指摘する
ことになるため、訴訟を誘発することも予測される。
委員からは「重大な過失」との文言の解釈があいま
いとの指摘が上がり、より具体的な文言とすること
になった。
　現在の産科医療補償制度では、同制度の原因分析
委員会が医学的観点から「重大な過失が明らかと思
料される」と判断した後に、法的な観点から同制度
の調整委員会が「重大な過失が明らか」と判断した
場合は、裁判などの結果を待たずに同機構側が主体
的に支払い調整を開始する仕組みとなっている。た
だ、これまで同機構が主体的に調整を開始したケー
スはない。
　同運営委員会は、産科医療補償制度の見直しにつ
いて議論しており、２０１４年１月からは、原因分析の
在り方や、補償金と損害賠償金の調整の在り方など
を刷新した制度を先行してスタートさせる。補償対
象範囲や補償水準、掛け金の水準、剰余金の使途な
どは、同制度の補償対象者数推計値などのデータに
基づき、１５年１月から刷新する予定。
（１２/１２MEDIFAXより）

レセ情レセ情報報
レセプト情報の提供条件などを大筋了承／厚
労省・有識者会議
　厚生労働省の「レセプト情報等の提供に関する有
識者会議」（座長＝山本隆一・東京大大学院准教授）は
１２月１２日の会合で、レセプト情報・特定健診などの
情報データベースを国以外の第三者に提供する場合
の条件などを盛り込んだ報告書案について大筋で了
承した。今回の会合で出された意見も踏まえ、２０１３
年６月の有識者会議で最終的な取りまとめを行う。
１１年度から始まった情報提供の試行期間が１２年度で
終了するため、１３年度以降は現行のガイドラインを
有識者会議の報告書に基づいて改訂した上で試行期
間中の情報提供体制を継続させ、通常運用に切り替
える。

　報告書案は、１０年１０月の初会合以来１２回開催され
た有識者会議での議論を踏まえ、事務局の厚労省保
険局総務課が提案した。試行期間は１２年度で終了す
ることから、１３年度以降の運用に関する提言も報告
書案に盛り込んだ。（１２/１３MEDIFAXより）

健診・保健指健診・保健指導導
健診・保健指導プログラムで改訂案／在り方
検討会で厚労省
　厚生労働省は１２月１２日の「健診・保健指導の在り
方に関する検討会」に「標準的な健診・保健指導プ
ログラム」の改訂案を示した。改訂案には、特定保
健指導の対象とならない非肥満者への対応策を記
載。非肥満者であっても健診結果から高血圧や高血
糖などの健康リスクが判明した場合には、リスクの
程度に応じて医療機関の受診勧奨や保健指導を行う
ことが「望ましい」とした。議論を踏まえ、次回も
引き続き改訂案について議論する。厚労省は２０１２年
度内にプログラムを改訂する方針。
　改訂案では、非肥満者への対応策を盛り込んだほ
か、健診受診者に健診結果を伝える際の情報提供の
在り方や医療機関の受診勧奨に関する具体的な記載
を充実させ、現場で保健指導に関わる医師や保健師、
管理栄養士などが同プログラムを活用しやすいよう
にした。
　特に情報提供では、健診結果を伝える際に健康リ
スクがどれだけあるか受診者に分かりやすく説明で
きるよう、血圧、血糖、脂質などの検査数値から健
康リスクの程度を整理した文例集を同プログラムに
添付することも提案した。（１２/１３MEDIFAXより）

１４年度後期支援金「減算基準」など審議／厚
労省保険局の検討会
　厚生労働省の「保険者による健診・保健指導等に
関する検討会」（座長＝多田羅浩三・日本公衆衛生協
会理事長）は１２月１２日、２０１４年度後期高齢者支援金
の減算基準などを審議した。１４年度減算基準につい
ては特定健診・保健指導実施率の１０年度実施率（速
報値）を基に計算した「調整済み実施係数（実施係
数）」が０.６５以上となる保険者を減算対象とすること
としていたが、１２年度内にまとまる１１年度実施率（速
報値）を踏まえて再度推計した上で最終決定する方
向で、引き続き検討することになった。
　１０年度実施率については、検討会事務局の厚労省
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保険局総務課医療費適正化対策推進室が確報値を発
表し、特定健診実施率は４３.２％（前年度比１.９ポイン
ト増）、特定保健指導対象者は健診受診者の１８.３％
で、特定保健指導終了者の対象者に占める割合が
１３.１％（同０.８ポイント増）となったことなどを明ら
かにした。この確報値を基に事務局が、市町村国保
を規模別に３分するなど保険者特性を考慮した再計
算を行った結果、これまでの議論で合意を得ていた
実施係数０.６５以上を減算基準とした場合、５１と見込
んでいた減算対象保険者が９１に増えることなどが分
かった。また、１２年度内には１１年度実施率の速報値
もまとまることから、１４年度減算基準については１１
年度の速報値に基づいて再度推計した結果などを踏
まえた上で検討することになった。
●適正化検証でワーキンググループ設置
　事務局は検討会で特定健診・保健指導の医療費適
正化効果を学術的に検証するための有識者からなる
ワーキンググループ（ＷＧ）を開催することを提案
し、出席委員の同意を得た。ＷＧではレセプト情報・
特定健診・保健指導等情報データベース（ＮＤＢ）
を活用し、検査値の改善効果や行動変容への影響、
医療費適正化効果などを検証する。構成員は検討会
座長の多田羅氏、同委員の津下一代・あいち健康の
森健康科学総合センター長、福田敬・国立保健医療
科学院上席主任研究官、三浦克之・滋賀医科大教授
の４人。
●「遠隔面談」条件付きで１３年度から
　特定保健指導でのＩＣＴを活用した遠隔面談の導
入についても検討した。政府は１１月３０日、特定保健
指導での遠隔面談について「可能とするよう制度の
見直しを行う」との閣議決定を行った。事務局は１３
年度から実施する考えで、見直しの方向性として「動
機付け支援」「積極的支援」の初回時支援については
引き続き「対面」を原則とするものの、個別支援で
は一定の条件での遠隔保健指導を認め、その効果を
検証するための結果報告を伴う制度とする考えを示
した。また事務局は、検討会に設置した実務担当者
で構成するワーキンググループで導入に向けた実務
的な検討をする方針も示した。
　会合では健康局の検討会で改訂作業が大詰めを迎
えている「標準的な健診・保健指導プログラム」に
ついても出席委員から意見を求めた。
（１２/１３MEDIFAXより）

医学医学部部
同志社大の医学部設置検討に「断固反対」／
京都府医・森会長
　京都府医師会の森洋一会長は１２月１１日、京都府庁
内で記者会見し、「医学部新設には断固反対してい
く」との声明を発表した。声明は「京都府内におい
ても医学部新設を検討している大学があるとの報道
があった」とし、大学名を挙げてはいないものの、
１１月３０日に「医科大学（医学部）設置基本計画検討
チーム」を学内に設置することを発表した同志社大
（京都市、八田英二理事長）の動きを厳しく批判する
ものとなっている。
　森会長は声明で、医学部新設反対の背景について
▽２００８年以降、医師不足解消のため医学部定員枠を
増大し、すでに１４００人程度の定員増が図られ、これ
は医学部１０数校の新設に相当する▽人口対比医師数
トップの京都府でも、医師偏在の解消に地域医療支
援センター、京都府医、既存大学協働で取り組んで
いる▽日本医師会推計では現状の定員増で２５年には
先進諸国と同程度の医師数が確保され、人口減少が
進展すれば医師過剰状態となる▽医学部の新設は多
数の教員確保が課題となり、医師を含めた医療系の
人材不足の一因になる―などと説明。京都府の病院
団体など他の医療関係団体と共に「将来展望のない
医学部新設など地域医療を崩壊に導きかねない対応
には断固反対していく」との方針を明確に示した。
　同志社大は１２年１月から学内にプロジェクトチー
ムを設置して基本計画作りを進めてきた。１１月には
より本格的な検討を行うことを目的とする検討チー
ムの設置を公表。八田理事長は１１月３０日に開いた会
見で、検討理由について「同志社は医学を含んだ総
合大学にするというのが建学以来からの悲願」とす
る趣旨の説明をしていたが、森会長は声明で「明治
のころの建学の思いを現代の医療状況、医師、看護
師の需給の将来推計をも顧みず果たそうとすること
は、良識の府である大学の見識にも関わる大きな課
題だ」と批判した。
　ただ、同志社大は医学部あるいは医科大の新設に
ついて、東日本大震災の影響を受けた東日本の自治
体と連携して進めていく方向も示しており、京都府
を含む関西地区での新設の可能性は低いとみられて
いる。この点について森会長は、「個別の問題にだけ
反対しているのではない。全国的な動きがある中で
考えを述べた。（医師数の問題は）地域医療全体でニ
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ーズに合わせて考えていかないといけない」と述べ、
全国規模でも医学部新設を必要とする理由の根拠は
見当たらないとの見解を示している。同志社大によ
る医学部・医科大新設構想については、北海道函館
市が誘致に積極姿勢を示していると伝えられるな
ど、東日本から複数のオファーがあるとみられてい
る。（１２/１２MEDIFAXより）

「学生医」の認定制度を創設へ／全国医学部長
病院長会議
　全国医学部長病院長会議（会長＝別所正美・埼玉
医科大学長）は、医学生が臨床実習で診療に参加す
る環境を整備するため、「学生医」を認定する制度を
開始する方針を決めた。「学生医」が臨床実習で一定
の医行為を行うための「医行為の水準」も新たにま
とめる考えだ。（１２/６MEDIFAXより）

医療事医療事故故
医療事故報告、四半期で過去最大／機能評価
機構の調査事業
　日本医療機能評価機構は１２月２０日、２０１２年７－９
月の医療事故情報収集等事業で集まった医療事故と
ヒヤリ・ハット事例をまとめた報告書を公表した。
同期間の医療事故報告件数は８１４件で、四半期ごとの
集計では過去最大となった。会見した同機構執行理
事の後信医療事故防止事業部長は「報告が定着して
きた結果と考えている」と述べた。
　同事業に参加登録する医療機関は９月３０日時点で
１３０８施設。内訳は医療事故の報告義務がある医療機
関２７３施設、任意報告が６３７施設、参加登録申請のみ
が３９８施設となっている。同機構が毎月１回程度、医
療事故情報などをファクス配信する対象は２月時点
で５３０６施設となり、病院については全国の約６０％に
達しているという。
　７－９月の医療事故報告件数８１４件の内訳は、報告
義務のある医療機関が７２６件、任意の医療機関が８８件
だった。（１２/２１MEDIFAXより）

消費者庁が医療事故も調査？／厚労省検討部
会「びっくり」
　消費者庁消費者安全課の白石裕美子課長補佐は１２
月１４日、厚生労働省の「医療事故に係る調査の仕組
み等のあり方に関する検討部会」（座長＝山本和彦・
一橋大大学院教授）に出席し、改正消費者安全法に

基づいて１０月１日に設置された「消費者安全調査委
員会」の調査対象に、現時点では医療事故も含まれ
ているとの認識を示した。ただ、「一般的に医療事故
をどのように考えるかは整理した方がよいというこ
とで、引き続き議論することになっている」とも述
べ、消費者安全調査委での医療事故の取り扱いはま
だ決まっていないと説明した。
　消費者安全調査委は、生命・身体分野の「消費者
事故等」について「発生・拡大防止および被害の軽
減を図るために原因究明する必要性が高いもの」を
調査対象とする。国土交通省が設置している独立行
政機関「運輸安全委員会」の調査対象「航空」「鉄
道」「船舶」に関する事案は除く。
　調査対象の選定は▽各行政機関から消費者庁に報
告される情報▽国民からの調査申し出▽報道機関に
よる情報―で集まる事案のうち、優先順位が高いか
どうか消費者庁か調査委の委員が指針に基づいて判
断する。調査委は発足以来すでに３回開かれており、
医療についても議論したという。白石補佐によると、
医療に関する国民からの申し出もすでに届いている
という。
●「突然出てきた」「不適切だ」
　医療事故調査検討部会の里見進構成員（東北大総
長）は「ここ（同検討部会）では医療界の自律性を
持った仕組みを検討してきた。そこに突然、医療事
故も調査・評価する組織ということで出てきた。い
つどこで、誰が決めたのか。びっくりしている。わ
れわれは何を議論していたのか」と不快感をあらわ
にした。
　飯田修平構成員（練馬総合病院長）は商品の欠陥
などモノの事故と、ヒューマンエラーの医療事故は
性質が異なると指摘し「区別しているのか」と質問。
消費者庁の白石補佐は引き続き議論すると述べるに
とどめた。有賀徹構成員（昭和大病院長）は、消費
者安全法で規定する「消費者事故等」に、医療事故
が最初から含まれていたとは思えないとし「不適切
だ」と語気を強めた。（１２/１７MEDIFAXより）

再発防止へ医療事故データの一元化必要／厚
労省・事故調検討部会
　厚生労働省の「医療事故に係る調査の仕組み等の
あり方に関する検討部会」（座長＝山本和彦・一橋大
大学院教授）は１２月１４日、医療事故の再発防止のた
めの方策について議論した。構成員からは、医療事
故に関する情報を一元化して全国的に活用できるデ
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ータベースを構築すべきとの意見が上がり、複数の
構成員が賛同した。（１２/１７MEDIFAXより）

介護施介護施設設
介護保険３施設中、介護療養９.１％／１１年介護
サービス施設調査
　厚生労働省は１２月１３日、２０１１年の介護サービス施
設・事業所調査の結果を公表した。介護保険３施設
（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型
医療施設）の全在所者数に占める介護療養の在所者
数割合は９.１％となり、１０年から０.７ポイント減少し
た。０３年調査から９年連続で減少している。
　調査は、１１年１０月１日現在の状況について、介護
保険制度における全ての施設・事業所（延べ２８万６３９８
カ所）を対象に実施。回答のあった活動中の施設・
事業所（延べ２４万１４０カ所）を集計した。
　介護保険３施設の全在所者数に占める介護老人福
祉施設の在所者数割合は５３.６％で前年から０.９ポイン
ト増、介護老人保健施設は３７.３％で０.３ポイント減少
した。各施設の利用率は、介護療養が９３.９％、介護
老人福祉施設が９８.４％、介護老人保健施設が９２.２％と
なり、いずれも９割を超えている。
　介護療養の在所者数を要介護度別に見ると、「要介
護５」が５８.１％、「要介護４」が２９.４％、「要介護３」
が８.３％、「要介護２」が２.９％、「要介護１」が１.２％
となっている。要介護５は０７年調査と比較して３.４ポ
イント増、要介護４は２.２ポイント増となっており、
重度化が進んでいる。介護老人福祉施設においても、
要介護５は０７年から３.５ポイント増の３５.８％、介護老
人保健施設では３.６ポイント増の２０.９％だった。
●介護老人福祉施設、個室割合６４.８％
　介護保険３施設の定員別室数を見ると、介護老人
福祉施設で最も多い定員は「個室」の６４.８％で前年
から１.７ポイント増加した。次に多いのは「４人室」
で２３.６％。介護老人保健施設で最も多いのは「４人
室」で４２.５％、次は「個室」で４２.３％。介護療養では
「４人室」が最も多く５１.４％で、「個室」の２０.１％と続
いた。（１２/１４MEDIFAXより）

高齢者の地方移住でヒアリング／都市部の介
護施設不足に対応
　都市部での介護施設不足問題の解消に向け、高齢
者の地方移住などを検討する「高齢者居住を中心と
した自治体間連携に関する調査」研究班の第２回会

合が１２月１３日、非公開で開催された。参加したのは、
内閣府や厚生労働省の関係者、都市・地方政策や介
護問題に関する有識者ら。会合では、自治体間連携
を検討している東京都杉並区と山形県舟形町からヒ
アリングを実施したほか、国際医療福祉大大学院の
高橋泰教授が自身の２次医療圏データベースを用い
て、日本全国の医療・介護需給状況を報告した。
（１２/１４MEDIFAXより）

救救　急急
救急出動件数、３年連続で増加／１２年版消防
白書
　総務省消防庁が１２月７日に公表した２０１２年版消防
白書によると、１１年の全救急出動件数は５７１万１１０２件
で、前年から２４万３４８２件増加した。０９年から３年連
続で増加しており、５００万件を超えるのは０４年から連
続となる。
　東日本大震災の影響のため、岩手県の釜石大槌地
区行政事務組合消防本部と陸前高田市消防本部のデ
ータを除いた救急自動車による搬送人員は５１７万
８８６２人。そのうち入院加療を必要としない軽症傷病
者とその他（医師の診断がないものなど）の割合は
５０.５％で、約半数となった。死亡は１.５％、重症は
９.４％、中等症は３８.６％だった。急病による救急自動
車の搬送人員は３２２万７０１３人。疾病別内訳を見ると、
消化器系が１０.２％で最も多く、脳疾患の９.７％、呼吸
器系の９.３％、心疾患などの９.０％が続いた。その他は
１９.５％、不明確などは２９.０％だった。
　救急業務を取り巻く課題として白書で挙げたのは
▽電話による救急相談事業の推進▽心肺機能停止傷
病者の救命率など▽熱中症対策▽救急救命士の養成
▽救急用資器材などの整備▽インフルエンザなど感
染症対策▽救急需要増への対応▽社会全体で共有す
る緊急度判定体系の構築▽救急搬送におけるヘリコ
プターの活用―の９項目。
　救急需要増への対応について白書は「救急自動車
による出動件数は、１０年前と比較して約３０％増加し
ているが、救急隊数は約８％の増にとどまっており、
救急搬送時間も遅延傾向にある」と指摘。消防庁は、
救急車の適正利用のための広報活動などの対策を講
じてきたが、高齢化の進展などにより救急需要は今
後増大するとして「さらなる対策を検討する必要が
ある」としている。（１２/１２MEDIFAXより）
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３回以上の拒否１万７０００件／１１年が最多、急
患受け入れ
　２０１１年に重症患者の救急搬送で医療機関から３回
以上受け入れを拒否されたケースが、過去最多の１
万７２８１件に上ったことが１２月７日、総務省消防庁の
集計で分かった。前年に比べ９００件の増加で、消防庁
は高齢化に伴うお年寄りの搬送増加に加え、救急病
院の減少が理由とみている。
　１１年の重症患者の搬送は計４４万１８５０件で、３回以
上受け入れを拒否された割合は３.９％。都道府県別に
みると、東京が３５００件で最も多く、次いで埼玉２４４８
件、千葉１１１４件の順だった。
　１０回以上拒否されたケースも７５３件あり、最多は大
阪府の事例で４１回だった。
　搬送を拒否した病院側の理由は、「手術中・患者対
応中」の２１.９％、「人手不足や設備がなく、処置が困
難」の２１.７％が目立ち、「ベッドが満床」も１７.１％あ
った。
　一方、軽症を含めて１５歳未満の小児の搬送で３回
以上の受け入れ拒否があったのは１万１０３９件。妊婦
でも５４９件あった。
　消防庁によると、１１年に救急搬送された６５歳以上
の人は２６９万人で、０６年の２２１万人から大幅に増えて
いる。消防庁は「救急医療機関は長期的に減少傾向
にあるが、消防と病院側の連携強化により、迅速に
搬送できる体制にしていきたい」としている。
　集計結果は、消防庁が１２月７日開いた有識者検討
会で報告。東日本大震災の影響で調査できなかった
被災地の一部消防本部のデータは除いている。
（１２/１１MEDIFAXより）

医療輸医療輸出出
日本の医療「海外からのニーズ、今後も高ま
る」／経産省
　外国人患者の受け入れや日本式医療の海外輸出を
推進するために、経済産業省のバックアップで設立
された一般社団法人「Medical Excellence JAPAN
（ＭＥＪ）」は１月９日、医療機関や国際医療交流コ
ーディネーターを目指す人などを対象に、医療の国
際化についてセミナーを開いた。経産省商務情報政
策局ヘルスケア産業課の保坂明課長補佐は、医療の
国際化に向けた経産省の取り組みを報告し「日本の
質の高い医療サービスや医療技術に対する海外のニ
ーズは今後もますます高まると考えている」とし、

産業としての医療を拡大していく必要性を述べた。
「医療を産業として経産省は捉えているので、ビジネ
スとして成り立つことが非常に重要」とも指摘した。
　経産省は、国内医療機関に外国人患者を積極的に
受け入れる「インバウンド事業」と日本の医療サー
ビスを海外に輸出する「アウトバウンド事業」を行
っている。アウトバウンド事業については、２０１１年
度に５カ国８件、１２年度には１０カ国２３件の調査事業
を実施し、日本の診断サービスなどのニーズを検証
している。保坂補佐によると、４月には経産省事業
の第１号として、ロシアのウラジオストクに日本式
画像診断センターを開所するめどが立ったという。
●外国人患者の問い合わせ約２０００件
　外国人患者に対する日本の窓口事業などを行うＭ
ＥＪの山崎敏之事務局長からは、これまでＭＥＪが
行ってきた外国人患者受け入れ実績について報告が
あった。ＭＥＪは当初、経産省事業として外国人患
者の受け入れを支援してきたが、１１年に一般社団法
人化した。外国人患者に対し日本での受け入れ医療
機関の提案や、医療情報の翻訳、ビザの取得支援と
いったサポートを提供しており、外国人患者への紹
介先として国内の５０－６０の医療機関と提携してい
る。アウトバウンド事業や海外でのセミナー開催な
ども進めている。
　山崎氏によると、日本で医療を受けたいとする外
国人からの問い合わせは１１年４月から１２年１１月の間
に１９７１件。このうち７９６件については具体的に検討す
るために医療情報のやりとりをしたという。実際に
来日して治療を受けたのは２３３件だった。
　実際に医療情報をやりとりした７９６件の国別内訳
を見ると、中国が３３４件で最も多く、ロシアの１００件
と続く。症例別に見ると、がん治療が２６４件で最多と
なり、検診・健診の５３件、循環器系の３９件が続いた。
　山崎氏は、実際に治療を受けた２３３件という数字は
国際的に見れば少ないとしつつも、医療情報をやり
とりした７９６件のうち２３３件が実際に医療を受けてい
ることについて「日本の医療水準が高いことの査証
ではないか」と述べた。（１/１０MEDIFAXより）

保団保団連連
予算編成と医業税制で新政権に要望書／保団連
　全国保険医団体連合会（住江憲勇会長）は１２月２７
日、新政権による予算編成への要望書を安倍晋三首
相、田村憲久厚生労働相、麻生太郎財務相宛てに提
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出した。７０歳以上７５歳未満の患者１割負担を継続す
ることなどを求めた。
　このほか要望書は、生活保護の基準引き下げや「医
療扶助の適正化」と称した「指定医療機関への指導
などの強化」を行わないことを求めた。東日本大震
災の被災者に対する医療費一部負担金の免除や保険
料の減免措置についても、国の責任で復活させるよ
う要望した。
●医業税制についても要望
　保団連は、「医業税制の存続・改善を求める要望書」
も、安倍首相、田村厚労相、麻生財務相のほか、新
藤義孝総務相と自民党税制調査会宛てに提出した。
医業税制への要望では▽医療への事業税の減免措置
の存続▽社会保険診療報酬の所得計算の特例（四段
階制）の存続▽消費税増税中止と「ゼロ税率」によ
る「損税」の解消―を求めた。
（１２/２８MEDIFAXより）

日日　医医
安倍新政権「しっかり支える」／日医・横倉
会長
　日本医師会の横倉義武会長は１２月１９日の会見で、
衆院選を受けて発足する新政権について「国民が真
に安心できる充実した医療政策ができることを確信
している」と述べた。新政権で首相となる見通しの
安倍晋三自民党総裁については「厚生行政、医療行
政に深い造詣を持っている」と評価し「しっかりと
新政権を支えていきたい」と述べた。
　横倉会長は２０１２年度補正予算と１３年度予算の編成
過程で社会保障関係費をどう扱うかが重要になると
指摘し、「社会保障費の自然増分はこれまで通り確保
しなければならない」と求めた。社会保障費を毎年
２２００億円ずつ削減した小泉政権の路線が復活すると
の懸念には「地域で医療が困難になったということ
を安倍総裁はよく見て、聞いて、理解をしている。
機械的に削減することはしないと思う。選挙前に十
分話し合った」と述べた。
　安倍総裁が経済財政諮問会議の復活を掲げている
ことには「過度の市場主義に医療がさらされないよ
うに医師会として主張していく」とクギを刺し、「経
済全体が成長していくことは社会保障のためにも必
要。そのバランスを取ることをお願いしたい」と要
望した。
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）は自民党が政権公約

で「『聖域なき関税撤廃』を前提にする限り、ＴＰＰ
交渉参加に反対する」と明記していることに触れ、
「公約をしっかりと確認してほしい」と求めた。
（１２/２０MEDIFAXより）

７ワクチンの定期接種化へ署名活動／日医など
　日本医師会と予防接種推進専門協議会は１月１日
から、厚生科学審議会・感染症分科会予防接種部会
が第２次提言で示した７ワクチンの定期接種化を求
めて署名活動を始めた。１月９日の日医の定例会見
で小森貴常任理事は「通常国会で第２次提言に沿っ
た法改正が実現されなければ、ワクチンギャップを
埋める千載一遇のチャンスを失う」と危機感を示し
た。
　部会で提言されたのは、子宮頸がん予防、インフ
ルエンザ菌ｂ型（Ｈｉｂ）、小児用肺炎球菌、水痘、
おたふくかぜ、成人用肺炎球菌、Ｂ型肝炎の７ワク
チン。子宮頸がん予防・Ｈｉｂ・小児用肺炎球菌ワ
クチンの３ワクチンは２０１２年度末まで公費助成を行
っている。小森常任理事は３ワクチンの継続ではな
く「あくまで定期接種化を主張している。３ワクチ
ンだけでなく広く７ワクチン（定期接種化）を要望
する」と主張した。１２年末の総選挙で自民党が政権
公約に予防接種政策の推進を記したことを挙げ、「明
確に示した政党が政権を担うことになった。しっか
りと国民との約束を果たしてほしい」と期待した。
　署名活動は都道府県医師会、郡市区医師会などと
協力して２月末まで展開する。集めた署名は関係省
庁などに提出する。２月１６日には東京・本駒込の日
医会館で予防接種の最新情報を学ぶ市民公開講座を
開催する。（１/１０MEDIFAXより）

「看護籍登録」に賛成多数、日医は反対姿勢／
能力認証制度
　厚生労働省の「チーム医療推進会議」（座長＝永井
良三・自治医科大学長）は１２月２０日、現在は法的に“グ
レーゾーン”とされる看護師による一定の医行為（特
定行為）について、保健師助産師看護師法上で明確
化するための枠組みを引き続き議論した。「医師の包
括的指示」を受けた看護師が特定行為を実施する「能
力認証制度」について、永井座長はおおむね意見の
一致が見られたとした。ただ、能力認証制度の下で
研修（指定研修）を修了したことを「看護籍」に登
録する案については、複数の構成員が賛成する一方、
藤川謙二構成員（日本医師会常任理事）は強い反対
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姿勢を崩さなかった。（１２/２１MEDIFAXより）

購入時に「受診確認」、日医要請で厳格化／エ
パデールＯＴＣ
　日本医師会の中川俊男副会長は１月９日の会見
で、２０１２年１２月に承認された高脂血症治療薬「エパ
デール」（一般名＝イコサペント酸エチル）のスイッ
チＯＴＣ薬を購入する際に患者が記入するセルフチ
ェックシートについて、「医療機関を受診した人に限
る」ことなどを盛り込む形で修正されたことを明ら
かにした。エパデール製造販売元の持田製薬も内容
を了承しているという。
　エパデールのスイッチＯＴＣ化に関して日医は強
い懸念を示し、最終的に承認を決めた厚生労働省の
薬事・食品衛生審議会薬事分科会でもセルフチェッ
クシートの修正を求めていた。日医の意向を踏まえ、
さらに服用の要件が厳格化された格好だ。
（１/１０MEDIFAXより）

日医、「ＣＯＩ問題協議会」を設置
　透明性ガイドライン（ＧＬ）に基づく製薬各社の
情報公開が始まるのを前に、日本医師会は１月９日、
「医学関連ＣＯＩ（利益相反）問題協議会」を設置
し、日本製薬工業協会、日本医学会、全国医学部長
病院長会議と協議に入ることを正式に発表した。協
議会座長は髙久史麿・日本医学会長が務め、事務局
は日医内に置く。透明性確保と個人情報保護の線引
きなどについて月１回程度のペースで議論し、４月
までに一定の結論を出したい構えだ。協議の結果に
よっては、ＧＬの内容や運用の見直しにつながる可
能性もある。（１/１０MEDIFAXより）

医療基本法、国民会議で議論必要／民主議連・
小西事務局長
　民主党の医療基本法議連事務局長などを務める小
西洋之参院議員は１２月２２日、日本医師会が日医会館
で開いた「医療基本法（仮称）制定に関するシンポ
ジウム」で、医療基本法の制定に向け、社会保障制
度改革国民会議で具体的に議論すべきとの考えを示
した。
　小西氏は「（国民会議は）わが国が今後どういう医
療を中長期的につくるのかという議論の場。あるべ
き医療の理念を描いて実現するプロセスを描いたと
き、実現する手段は医療基本法そのもの」との考え
を示した上で、「国民会議における具体的な議論のた

まとして医療基本法を位置付け、そのプロセスの中
で各党で議論いただきながら超党派で実現していく
ことが必要」と述べた。
　想定される医療基本法の構成として▽医師と患者
の相互信頼のさらなる構築などを基本とした「理念
法」▽その他の事項も含んだ「総合的な理念法」▽
より推進効力が備わる「計画体系」も含んだもの―
３パターンを示した。
　「計画体系」については医療事故調を例に挙げ、「ど
のような医療事故調をつくるかではなく、医療事故
調について議論することを法律上位置付け、そうい
うものを（あるべき医療に必要なものとして）備え
ていくことを定めるシンプルな基本計画を作るよう
なことが形として考えられる」と述べた。
●「議員立法がふさわしい」／吉岡課長
　厚生労働省医政局総務課の吉岡てつを課長は「ま
ずは医療関係者の間でさらに議論が進められること
が必要。政府が提出するよりも議員立法が適当と考
えている」とし、「今日的に医療の基本というものは
何かということが国民の合意の下、総合的な視点か
ら法律が定められることが望ましいし、厚労省とし
てもありがたい。今後とも各団体や国会の動きを注
視しながら、必要な協力・調整などの役割は厚労省
としてしっかりと果たしていく」と述べた。
●「自由診療の規制なら意味ある」／自民・古川参
院議員

　一方、自民党の古川俊治参院議員は、単なる理念
法であれば現行の医療法と大差ないとした上で、悪
質な自由診療を規制するためなら医療基本法は必要
との考えを示した。
　古川氏は、ｉＰＳ細胞やヒト幹細胞を用いた実験
的な診療のほか、ヒトゲノム・遺伝子解析などを用
いた悪質な診療でも、自由診療であれば規制できな
い状態にあると指摘し「極めて実験的な医療が自由
診療で行われる可能性がある。ここ（の規制）を考
えるべきで、医療基本法の実質的な意味はここでは
ないか」と述べた。
　自民党内では医療基本法は政策課題として議論の
対象となっていない段階と説明した上で「（医療基本
法を制定するという考えは）素晴らしいと思った」
と感想を述べ、「バラバラに発展して複雑化した医療
に関する法令領域を新たな価値観で整理統制するこ
とに意味はあるが、医療の理念だけであれば医療法
１条２－４項ですでに網羅されている」との見方を
示した。（１２/２６MEDIFAXより）
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出生数は過去最低、死亡数は戦後最高／厚労
省・１２年人口動態統計
　厚生労働省は１月１日、２０１２年人口動態統計の年
間推計を公表した。出生数は前年の１１年確定数から
１万８０００人減の１０３万３０００人となり、調査が始まった
１８９９年から過去最低となった。死亡数は１１年確定数
から８０００人減の１２４万５０００人となった。ただ、１１年の
死亡確定数には東日本大震災が影響しているため、
震災の影響を除いた死亡数と比較すると１２年の死亡
数は約１万１０００人増となり、戦後最高の死亡数と推
計された。
　人口の自然増減数は２１万２０００人のマイナスと推計
され、過去最大の減少幅となった。人口が減少する
のは６年連続となる。厚労省大臣官房統計情報部は、
今後も出生数が減少し、死亡数が増加する傾向が続
くと見ている。
　１２年の死因別死亡数を見ると、第１位は悪性新生
物で３６万１０００人、第２位は心疾患で１９万６０００人、第
３位は肺炎で１２万３０００人、第４位は脳血管疾患で１２
万１０００人と推計された。１１年確定数では、３大死因
の１つだった脳血管疾患を肺炎が上回り、５３年ぶり
に３大死因が変化したが、１２年推計でも肺炎が３位
となっている。（１/８MEDIFAXより）

国外で受診、日本人の関心は最下位／民間国
際調査
　調査会社のイプソスは１２月６日、世界２４カ国を対
象にした医療ツーリズムに関する国際調査の日本語
版を公表した。自国内で医療サービスや歯科サービ
スを受けるよりも費用が極端に安価であれば国外で
受診するか尋ねたところ、日本は「もちろん考える」
が３％で調査に応じた２４カ国のうち最も低い数字を
示した。
　調査は５月１－１５日までインターネット上で実
施。各国１６－６４歳（カナダと米国は１８－６４歳）の５００
人以上が回答し、全体の調査対象者は１万８７１３人だ
った。
　自国内で医療や歯科治療を受けるよりも費用が極
端に安価であれば国外でサービスを受けることを

「もちろん考える」と回答した人は調査回答者の
１８％、「おそらく考える」と回答した人は３６％となり、
積極的な人の割合が半数を超えた。一方、「おそらく
考えない」と回答したのは３０％、「絶対に考えない」は
１６％だった。
　国別に「もちろん考える」と回答した人の割合を
見ると最も高いのがインドで３５％、次いでインドネ
シアとロシアの３２％、メキシコとポーランドの３１％
が続いた。米国は１３％だった。一方、「もちろん考え
る」と回答した人の割合が低かったのは日本の３％、
韓国の５％、スペインの７％、フランスの８％、ベ
ルギーとスウェーデンの９％だった。
（１２/１１MEDIFAXより）

喫煙本数、値上げで減も喫煙率は微増／国民
健康・栄養調査
　厚生労働省は１２月６日、２０１１年版「国民健康・栄
養調査」の結果を公表した。喫煙者の割合は２０.１％
（前年比０.６ポイント増）。男女別の喫煙率は、男性が
３２.４％（０.２ポイント増）、女性は９.７％（１.３ポイント
増）だった。１０年１０月に行われたたばこ値上げの影
響も受けて、１日当たりの平均喫煙本数は１６.３本に
減少（１.１ポイント減）。男性は１７.４本（１.２本減）、女
性は１３.３本（０.４本減）だった。
　これまでにたばこを習慣的に吸っていたことがあ
る人だけを対象に、たばこ値上げの影響を尋ねたと
ころ、２９.２％の人が何らかの影響を受けていると回
答。具体的な内訳を見ると、「吸うのをやめた」
（１５.０％）、「ずっと吸っているが、本数を減らした」
（３９.０％）、「一時的に吸うのをやめたが、また吸い始
めた」（１１.４％）、「一時的に吸う本数を減らしたが、
元の本数に戻った」（２０.６％）、「本数は変わらないが、
吸い方が変わった」（６.７％）、「その他」（７.４％）とな
った。
　１回３０分以上の運動を週２日以上、１年以上続け
ている人の割合は、男性が３５.０％（０.２ポイント増）、女
性が２９.２％（０.７ポイント増）だった。１日の平均歩
数は男性が７２３３歩（９７歩増）、女性は６４３７歩（３２０歩
増）と増加。「健康日本２１」を策定した時に比べて約
１０００歩増加しているが、健康日本２１で掲げている目
標値（男性９２００歩、女性８３００歩）には届いていない。
　食生活に関連して生鮮食品の摂取状況を尋ねたと
ころ、１０年前に比べて野菜類・果実類・魚介類の摂
取量が減少し、肉類の摂取量が増加している状況が
浮き彫りになった。１日当たりの野菜類の摂取量は
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２７７.４ｇ（０１年比１８.４ｇ減）、果実類は１１０.３ｇ（２２.０ｇ
減）、魚介類は７８.６ｇ（２４.３ｇ減）、肉類は８０.７ｇ（６.７
ｇ増）。特に２０－４０代で野菜・果実・魚介類の摂取量
が少なかった。
　同調査は、国民の健康を増進するための基礎資料
として毎年実施している。今回は東日本大震災で被
災した岩手・宮城・福島県を除く地域の中から３００の
区域を無作為抽出し、その地域の５４２２世帯を対象に
調査を実施。３４１２世帯から回答を得た。
（１２/７MEDIFAXより）

新成長・再生戦略は「小泉改革に相似」／日
医総研ＷＰ
　日医総研は小泉政権以降に強まった構造改革につ
いて、医療の営利産業化の視点から捉えたワーキン
グペーパー（ＷＰ）をまとめた。政権交代後に閣議
決定された「新成長戦略」や「日本再生戦略」は小
泉構造改革の政策と似た記述があるとし、医療の営
利産業化を進める動きは「不変」と指摘した。「今か
らでも構造改革をあらためて検証し、総括すること
は今後の社会保障の在り方を方向付けるために価値
のあること」と提言した。
　２００１年に小泉政権下の経済財政諮問会議がまとめ
た「基本方針２００１（骨太の方針）」では「聖域なき歳
出削減」が掲げられた。ＷＰでは「基本方針２００９」
まで社会保障費自然増の機械的削減が続いたことを
挙げ、０２年度から０９年度までの間に削減された金額
は累計１兆７４４５億円に達していると指摘した。０６年
度に行われた診療報酬のマイナス改定で「医療崩壊
が現実化した」と考察した。
　医療機関も構造改革推進派が描いた医療費抑制の
シナリオ通りになったと指摘。医療機関の経営が厳
しくなるにつれてＤＰＣ対象病院が増え、平均在院
日数の短縮化が進んだと分析した。
　経済財政諮問会議については、民間有識者議員に
大企業のトップが就いていたことを挙げ「構造改革
に利益至上主義を持ち込み、公的医療保険の給付範
囲を縮小して私的医療費市場を拡大しようとするの
は当然のことと思われる」と、メンバー構成を批判
した。
　混合診療の解禁については０６年の健康保険法改正
によって評価療養と選定療養に再編されて一定の決
着を見たとした。ただ、その後は国民の不安や保険
会社の営業強化などを背景に第三分野（がん保険）
の市場が拡大していると分析。１１年度の第三分野年

換算保険料は５.３兆円に上っていると指摘した。
　雇用や経済など小泉構造改革の全般的な政策にも
言及し、「国民の生活が豊かになったとも、幸せにな
ったとも言えないように思われる」とまとめた。
（１２/２７MEDIFAXより）

２次医療圏、宮城３減・栃木１増／新医療計
画でメ紙調査
　都道府県が２０１３年度から新たに実施する医療計画
で、少なくとも宮城と栃木の両県が２次医療圏の設
定を見直す一方、２６都府県では見直しを行わないこ
とがメディファクス紙の調査で分かった。厚生労働
省は、一体の区域として入院医療が提供できる２次
医療圏設定の考え方を都道府県に明示し、必要な見
直しを求めていた。調査はアンケート方式により１０
月下旬から１２月上旬にかけて実施し、１１月１日現在
での医療計画策定状況について全ての都道府県から
回答を得た。厚労省「医療計画の見直し等に関する
検討会」で座長を務めた武藤正樹・国際医療福祉総
合研究所長の協力を受け調査を実施した。
　新医療計画の１３年度実施に向け、厚労省は１２年３
月末に作成指針を見直した。新たな作成指針の特徴
は▽２次医療圏設定の考え方を明示して必要に応じ
た見直しを求めるとともに、ＰＤＣＡサイクルを機
能させる仕組みを計画に組み込む▽在宅医療につい
て達成目標や医療連携体制、人材確保などを記載す
る▽４疾病５事業に「精神疾患」を追加する―の大
きく３点。
　２次医療圏によっては圏域内の人口規模が適切で
ないために「地域完結型医療」の提供体制構築が困
難になっていることから、厚労省は圏域人口が２０万
人未満で入院患者の流出率が流入率を上回る８７の２
次医療圏（流出型医療圏）については離島・被災３
県の１２圏域を除いて見直しを検討するよう求めた。
　調査の結果、１１月１日までに医療圏設定の「見直
し」を方針として決めたのは、宮城と栃木の２県の
み。２６都府県は今回は「見直さない」と決めたこと
が分かった。「検討中」と回答したのは１９道府県で、こ
のうち９道県は年内にも検討結果を取りまとめる方
針を示した。（１２/１２MEDIFAXより）
 

 

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、 
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より転
載・一部改変を許諾されたものです。 
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２０１２年度（平成２４年度）第１２回　２０１２年１２月１１日
Ⅰ．各部会よりの文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（11月27日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
３．医療廃棄物に関するセミナー「知って得する、

知らないと怖い医療系廃棄物の管理」
４．法律相談室（11月30日）状況
【経営部会】
１．保団連経税担当事務局小委員会（11月24日）状況
２．保団連経税部会（11月25日）状況
３．税理士との相談日（11月28日）状況
【医療安全対策部会】
１．医師賠償責任保険処理室会（11月26日）状況
２．医療機関側との懇談状況
【政策部会】
１．出版編集会議（11月22日）状況
【保険部会】
１．保団連病院・有床診対策部会事務局小委員会（11
月２日）状況

２．保団連2012年度第２回病院・有床診対策部会（11
月３日）状況

３．保団連診療報酬改善対策委員会（11月10日）状況
４．第４回医事担当者連絡会議（11月22日）状況
５．第４回医療事務担当者向け講習会（「届出医療管

理」説明会）（11月22日）状況
６．2012年日本平和大会・第４分科会（「国民生活を
脅かすTPP」）（11月23日）状況

７．和歌山県保険医協会「在宅医療点数の手引」講
習会（11月29日）状況

Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．総務部会（12月４日）状況確認の件
２．2012年度10月分収支月計表報告状況確認の件
３．保団連財政部会（11月25日）状況確認の件
４．会員入退会及び異動（11月27日～12月11日）に
関する承認の件

５．11月度会員増減状況の件
６．下京東部医師会との懇談会（11月14日）状況確
認の件

７．中京西部医師会との懇談会（11月26日）状況確
認の件

【経営部会】

１．経営部会（12月４日）状況確認の件
【医療安全対策部会】
１．医療安全対策部会（12月４日）状況確認の件
【政策部会】
１．テレビ会議用機材購入確認の件
２．保団連第11回理事会（12月２日）状況確認の件
３．政策部会（12月４日）状況確認の件
４．メディペーパー京都第161号、京都保険医新聞
（第2841号）合評の件

【保険部会】
１．保険部会（12月４日・７日）状況確認の件
Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．保団連近畿ブロック事務局長会議への出席の件
２．保団連第２回組織部会への出席の件
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談開催の件
【政策部会】
１．「戦争と医の倫理」の検証を進める会との懇談の件
【保険部会】
１．保団連診療報酬改善対策委員会への参加の件
Ⅳ．医療政策関連情勢
１．医療・社会保障をめぐるこの間の動き
①国をめぐる動き
・各党のマニフェスト
②地方自治体をめぐる動き
・京都府保健医療計画（中間案）
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．中医協概要報告の件
２．2012年11月度国保合同審査委員会（11月20日）
状況確認の件

Ⅵ．特別討議
【総務部会】
１．第184回定時代議員会関連議事検討の件
　≪以上、２４件の議事を承認≫

２０１２年度（平成２４年度）第１３回　２０１２年１２月１８日
Ⅰ．各部会よりの文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（12月11日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
【経営部会】
１．保団連近畿ブロック経税担当事務局会議（11月
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30日）状況
２．建築士との相談日開催（12月12日）状況
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談（12月11日）状況
【政策部会】
１．第３回保団連公害環境対策部会（12月９日）状況
【保険部会】
１．京都府生活保護医療個別指導立ち会い（12月10
日）状況

２．保団連診療報酬改善対策委員会（12月13日）状況
Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．コミュニケーション委員会（12月８日）状況確

認の件
２．会員入退会及び異動（12月11日～12月18日）に
関する承認の件

【政策部会】
１．第53回医療制度検討委員会開催（11月21日）状
況確認の件

Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．１月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
２．各部会開催の件
３．地区懇談会開催の件
４．代議員会議長・副議長との事前打ち合わせ開催

の件
５．第184回定時代議員会開催の件
６．京都市の屋外広告規制に関する説明会開催の件
【経営部会】
１．医師賠償責任保険料案内のための病院訪問の件
２．第52回税研全国集会への出席の件
３．新規開業予定者のための講習会の開催の件
【政策部会】

１．ＴＰＰ参加反対京都ネットワーク事務局会議出
席の件

２．第15回反核医師近畿懇談会出席の件
３．九条の会・兵庫県医師の会 新春講演会「孫崎享

が語る　国際問題を平和的に解決する方法―領
土問題とＴＰＰに揺れる日本をどうする？―」
出席の件

４．「『戦争と医の倫理』の検証を進める会」第24回
世話人会への出席の件

【保険部会】
１．千葉協会「2012年度『届出医療の活用と留意点』
説明会」への講師派遣の件

２．特別企画「今後の慢性期病床を考える講習会」
開催の件

３．有床診療所懇談会開催の件
Ⅳ．医療政策関連情勢
１．医療・社会保障をめぐるこの間の動き
①国をめぐる動き
・日本経済団体連合会「社会保障制度改革のあり方
に関する提言」

・社会保障制度改革国民会議第１回、第２回議論内
容について

②地方自治体をめぐる動き
・京都府保健医療計画（中間案）
・京都市リハビリ行政の在り方検討専門分科会
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．保険審査通信検討委員会（12月７日）状況
Ⅵ．特別討議
【総務部会】
１．第184回定時代議員会関連議事検討の件
Ⅶ．その他
１．年末挨拶
　≪以上、２３件の議事を承認≫
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2月のレセプト受取・締切

12日火
労
災

10日日9日土8日金
基金
国保

◎◎○○

※○は受付窓口設置日、 ◎は締切日。
　　受付時間：基金　午前９時～午後５時３０分
　　　　　　　国保　午前８時３０分～午後５時１５分
　　　　　　　労災　午前９時～午後５時
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地区医師会とのとの懇談会ののご案内
場　　所時　間地　　区開催日

福知山市民中央保健福祉セン
ター集団指導室

午後４時～
（懇親会　午後６時～）綾部・福知山医師会との懇談会２月２日土

下京西部医師会事務所午後２時３０分～下京西部医師会との懇談会２月７日木

ホテル京都エミナース午後２時～西京医師会との懇談会２月１５日金

新田辺駅前CIKビル午後２時３０分～綴喜医師会との懇談会２月１６日土

山科医師会診療センター午後２時～山科医師会との懇談会２月２１日木

ホテルフジタ奈良午後４時～
（懇親会　午後６時～）相楽医師会との懇談会２月２３日土

2月の無料相談日

担当＝坂本建築士２月１３日（水） 午後２時～建 築 士

担当＝本宮社会保険労務士２月２１日（木） 午後２時～雇 用 管 理
担当＝三井生命ＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）２月２１日（木） 午後１時～ファイナンシャルプランナー
担当＝顧問弁護士、協力弁護士よ

りお選びいただけます 随時受付法 律

担当＝牧野税理士２月２７日（水） 午後２時～税 理 士

専門家が無料でご相談に応じます（３０分間）。協会事務局へお申込み下さい。
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新規開業医向け  

日　時　２月２１日（木）　午後２時～４時
場　所　京都府保険医協会・ルームＡ （上地図参照）

内　容　①保険診療基礎知識 　　　　②レセプト審査
対　象　新規開業前後の医師、従業員の方

　　　　（新規開業の先生でなくても、日常診療整備の目的でご参加ください）

　＊資料準備の都合上、前日までにお電話にてお申し込み下さい。（保険部会 緯075-212-8877）
　＊次月（保険講習会Ｂ）は新規個別指導、医療法立入検査対策がテーマです。

「 保険講習会  ＡＡＡＡＡＡＡＡＡＡＡＡＡＡＡＡＡＡ」

御池通

四条通

六角通

三条通

蛸薬師通

烏
丸
通

烏
丸
通

烏
丸
通

　京都府保険医協会では、有床診療所の方を対象にした「有床診療所懇談会」を下記の通り開催
します。テーマは、入院料５対策と管理栄養士配置。また、テーマに限らず、有床診療所が抱え
るさまざまな課題や悩みについても意見交換していきます。
　有床診療所のみなさまには、ご案内のダイレクトメールと、入院料５対策に係るアンケート調
査をお送りさせていただきます。ぜひ、ご参加、ご協力くださいますよう、ご案内申し上げます。

日　時　2月28日（木）　午後２時～４時
場　所　京都府保険医協会・ルームＡ～Ｃ（上地図参照）
対　象　会員有床診療所の管理者及び事務長
内　容　①医療安全管理等入院料５対策への対策  　②５対策に係るアンケート調査
　　　　③有床診療所の課題等に係る意見交換

お知らお知らせせ     「有床診療所懇談会」

日　時　２月９日（土）　午後２時～４時
場　所　京都府保険医協会・ルームＡ～Ｃ （地図参照）
参加費　無料　要申込み　定員６０人
パネリスト
松井 英介 氏（岐阜環境医学研究所所長、市民と科学者の内部被曝問題研究会副理事長）

西山 祐子 氏（避難者と支援者を結ぶ京都ネットワークみんなの手代表）

お問い合わせは京都府保険医協会まで

内部被ばくの専門家と当事者とともに考え内部被ばくの専門家と当事者とともに考えるる

放射線の影響を心配している患者さんが医院に訪れた時、あなたならどうする？

「 被被被被被被被被被被被被被被被被被ばばばばばばばばばばばばばばばばば被 ばくくくくくくくくくくくくくくくくくくをををををををををををををををををを 知知知知知知知知知知知知知知知知知るるるるるるるるるるるるるるるるる知る 」
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　　京都府保険医協会では医学書を斡旋しています。
　　案内にない書籍もお気軽にお問い合わせください。



京都保険医新聞２０１３年（平成２５年）１月２５日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 第２８４６号

３０ 第１６３号


